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【要旨】

社会教育における評価の取組は，必ずしも十分といえる状況にはない。しかし，今日，評価の

取組は不可避のものとなりつつある。また，情報通信技術等の進展により，取組への条件も整い

つつある。本稿では，青少年教育施設における主催事業評価，とりわけ，参加者の変容測定につ

いての取組に焦点をあて，その課題と方向について述べる。
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Ⅰ はじめに

社会教育における評価の重要性や評価技法の

開発の必要性については，改めて述べるまでも

なく，これまで繰り返し指摘されている。例え

ば，昭和４６年という年は，４月にはその後の社

会教育展開のメルクマールともなった社会教育

審議会による「急激な社会構造の変化に対処す

る社会教育のあり方について」の答申があ

り，１０月には社会教育に関する理論を体系的に

整理した『社会教育事典』（１），１２月にはラング

ラン（Lengrand, P．）の唱える生涯教育という

理念を紹介した『生涯教育入門』（２），さらに翌

年にはなるが３月には社会教育行政の方向を示

した『社会教育行政入門』（３），といった書が次々

に上梓されるなど，社会教育にとってはエポッ

ク・メーキングな年であったが，同答申におい

ては，「これからの社会教育行政においては，

（中略），各種の社会教育活動がどのような効

果をあげたかを客観的に測定し，評価し，これ

を基礎として施策の改善充実をはかるべきであ

る」，と評価の重要性が指摘されている。また，

伊藤俊夫は，『社会教育事典』の「学習評価の

技術」の項において，「社会教育における評価

は未整備に近い状況である。だから，その学習

評価にあっては，自己評価にたよらざるをえな

い。条件の評価にあっては，員数主義か，ある

いは参加者の目が輝いていた，喜んでいた，態

度が変わった，熱心だったという印象主義，経

験主義，主観・カン主義のものに終わってい

る。逆に，評価技法の未整備状態は，社会教育

の諸活動をぬるま湯的にし，なれ合い的にして
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いる原因ともなっている」，と評価をめぐる問

題点と課題を指摘している。こうした指摘は，

今日まで繰り返しなされ続けている。

そうした社会教育の評価の中でも，行政評価

や施設の経営評価等については，比較的指標の

設定が行い易いことから，以前より取組がなさ

れ，十分とはいえないまでも，一定の成果が見

られる。しかし，事業評価，とりわけ，事業の

教育効果の測定については，近年になり，国立

の少年自然の家を中心にようやく本格的な取組

がなされるに至ったという状況にある。

国立オリンピック記念青少年総合センター

（以下「国立青少年センター」という。）にお

いても，現在，主催事業参加者の変容測定のた

めの調査票の開発を行っているところである

が，教育基本法がその第一条に規定するとお

り，教育というものが人格の完成をめざして行

われるものであってみれば，主催事業参加者の

知識・技術の習得状況を把握することももちろ

ん重要ではあるが，参加者の変容を的確に捉え

ることはそれ以上に重要であると考えられる。

Ⅱ 主催事業評価の困難性と状況の変化

社会教育において評価についての取組がこれ

まで余り進んでこなかった理由としては，様々

なものが考えられようが，一つには，社会教育

の特質でもある対象の持つ雑多性，即ち，社会

教育の事業に参加する人々は，年齢，職業，学

歴，経験，興味・関心などが多様であり，たと

え調査を行っても，客観的なデータがとりにく

いこと，また，一つには，データそのものの処

理が簡単に行えなかったこと，さらに，理事者

や専門的職員の在職期間が一部の社会教育施設

を除けば比較的短く，長期的展望に立った継続

的な取組が行いにくいこと，といったことが大

きな理由としてあげられよう。こうした理由

は，主催事業参加者の態度変容面の評価につい

てもそのまま当てはまるものである。

しかし，幸いに，青少年教育施設における主

催事業の参加者は，主として青少年であり，青

少年は，雑多性の高い成人一般とは違い，比較

的均質であり，成人一般よりはより客観的な

データをとりやすいという利点がある。また，

ほんの数年前までは，パソコンは，キーボード

でコマンドを入力して操作しなければならず，

一般人が，パソコンを情報処理のツールとして

使いこなすということは，非常に困難であった

が，周知のとおり，９０年代半ばには，Windows

といったグラフィカルなユーザー・インター

フェースを持つOS（基本ソフト）が登場し，

基本的にはマウスだけでパソコンの操作ができ

るようになった。また，ソフトウェアもそうし

た動きを受け，特別のプログラムを組むことな

しに簡単に表計算が行えるExcel，Lotus１―２―３

といったパソコン用の表計算ソフトも登場し，

さらには，従来は汎用コンピュータでなければ

扱えなかったSASといった統計処理ソフトもパ

ソコンで扱えるようになった。こうした状況の

変化等により，今日では，統計的検定といった

作業も必ずしも専門業者や専門家の手を借りな

くとも行えるようになった。

このように，職員の在職年数等の問題を別に

すれば，主催事業の態度変容面の評価に取り組

む条件は整ってきたように考えられる。

Ⅲ 主催事業評価の今日的意義と施設職

員の現状

今日，社会の各般にわたって説明責任（アカ

ウンタビリティ）ということがいわれている。

行政改革推進委員会が平成８年１２月に策定した

「行政関与の在り方に関する基準」においては，

「行政活動を行っている各機関は，当該機関の

施策・業務に関して，行政が関与する必要性に

ついて常に説明する責任を負う。また，行政活

動の内容が国民のニーズに適切に応えているこ

とや効率的に行われていることについても説明
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する責任を負う」，という行政の説明責任が明

記されている。さらに，平成１２年７月には，中

央省庁等改革推進本部事務局及び総務庁行政監

察局により，平成１３年１月の中央省庁等改編時

にスタートする「政策評価」の実施に当たり，

各府省の実施要領案の作成に資するため「政策

評価に関する標準的ガイドラインの案」（概要，

本文）が策定されたが，同案では，「政策評価」

を，「国の行政機関が主体となり，政策の効果

等に関し，測定又は分析し，一定の尺度に照ら

して客観的な判断を行うことにより，政策の企

画立案やそれに基づく実施を的確に行うことに

資する情報を提供すること」であり，「企画立

案（plan）」，「実施（do）」，「評価（see）」を主

要な要素とする政策のマネジメント・サイクル

の中にあって制度化されたシステムとして組み

込まれ，実施されるものである」と概念規定す

るとともに，政策評価導入の目的として，�１国

民に対する行政責任（アカウンタビリティ）を

徹底すること，�２国民本位の効率的で質の高い

行政を実現すること，�３国民的視点に立った成

果重視の行政への転換を図ること，の３点を掲

げている。また，評価手法に関しては，「政策

評価の実施に当たっては，まずは定量的な評価

手法の開発を進めるよう努め，可能な限り具体

的な指標・数値による定量的な評価手法を用い

るよう努めること」，等としている。

これらは，現在のところ，省庁レベルの話に

とどまっているが，こうした観点からの評価実

施等の要請は，早晩，地方公共団体に対しても

なされることとなることは想像に難くない。今

後，公立の青少年教育施設においても，事業の

大きな柱の一つである主催事業実施の意義を，

広く地域住民等に対してデータを示して説明す

る，といったことは不可避となるものと考えら

れる。

一方，国立青少年センターの調査（４）による

と，青少年教育施設における指導系職員は，

７５％が指導系職員としての職務の経験年数が３

年以下であり，また，約７割は，教員としての

職務経験しかなく，その教員を何年か経験した

後，指導系職員に就いている，という結果がで

ている。そこには，指導系職員であるといって

も，必ずしも，青少年教育や社会教育の内容論

や方法論に精通した職員ばかりではないという

実態が見て取れる。

そうした状況の青少年教育施設において，主

催事業の種類や目標に応じて，適切，かつ，定

常的に，しかも，ガイドラインの案のいうよう

に，可能な限り具体的な指標・数値による定量

的な評価を行っていくのであれば，そうしたこ

とが可能となるような手法の開発が不可欠とな

るものと考えられる。

Ⅳ 国立青少年センターにおける取組

国立青少年センターでは，「主催事業評価の

一方法としての参加者の変容測定方法の開発に

ついての調査研究」を，平成１１年度から開始し，

主催事業の効果を，専門家の助力を得ることな

く，定量的に把握することが継続的に行えるよ

うな手法の開発を行っている。

山本恒夫は，学習評価の評価技法による分類

として，自己診断法，知識テスト法，応用能力

テスト法，判断能力テスト法，態度テスト法，

観察法，その他の評価法をあげている（５）が，先

行研究の一つである国立吉備少年自然の家にお

ける研究（６）等も効果測定の手法としては態度テ

スト法を採用している。主催事業の評価を単発

の調査研究事業として行うのであれば，専門家

による観察法といった技法を採り，精緻な評価

を行うことも可能であろうが，主催事業の評価

は，ガイドラインの案の指摘を待つまでもな

く，本来，定常的に実施していくべきものであ

ることから，そうした観点からは，態度テスト

法による効果の測定が最も適当な手法であると

考えられる。
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国立青少年センターにおける調査研究の一端

は，林幸克・谷井淳一の報告（８）を参照願いたい

が，同調査研究も，先行研究同様，効果測定の

技法としては，態度テスト法を採ることとし，

主催事業の種類や事業の目標に応じて，変容が

より明確に測定できる質問肢を研究するととも

に，参加者（一部事業は参加者の親も含む）に

対する事業実施前，事業実施後（一部事業は１

か月後についても）用の調査票のモデルの開発

を目指している（質問肢及び調査票の開発は，

専門家の意見も徴しつつ，各国立青少年教育施

設の専門職員等の協力を得て行っており，作成

した調査票により，各施設において実際の事業

で試用し，さらにその結果を受け，因子分析等

による改良を図るといった手順を繰り返し，

行っている。）。このことにより，施設の担当者

は，事業の目標等に即して質問肢を適宜選択す

ることにより，多くの事業の調査票の作成が容

易に行え，定量的な評価が可能になるものと考

えている（なお，調査研究の結果は，本年度中

に取りまとめ，公表する予定としている。）。

Ⅴ 主催事業評価の課題と方向

先に，青少年教育施設における主催事業の参

加者は，成人一般と比較すると，比較的均質で

あり，評価が行いやすいということを述べた

が，反面，特に，少年については多くの設問に

回答させるということが難しいことから，広範

多岐にわたる詳細な変容を調査するということ

には限界がある。また，浅井経子は，態度テス

ト法について，態度変容があっても，それがそ

の学習によるものなのかどうかの判定がむずか

しいとしている（７）が，氏の指摘するとおり，主

催事業参加者の態度変容に及ぼす要因として

は，活動種目そのものの持つ教育性（教育機能）

もあれば，事業運営の方法，講師やスタッフの

資質や指導法，プログラムの内容，研修の方

法，施設・設備，天候，あるいは学習者の特

性，等々といった様々な要因が考えられ，それ

らが複雑に絡み合って参加者に変容をもたらす

ものと考えられる。単発の態度テスト法による

調査によっては，それらの要因を切り分けてそ

れぞれの効果を測定することは困難である。そ

の意味で，国立青少年センターが開発を進めて

いる評価票は，事業の教育効果を検証していく

上での，最も基礎的な資料というべきものであ

る。

しかし，重要なことは，一に実施した事業が

結果として所期の目標を達成し得たか否かで

あって，十分な成果が得られたということであ

れば，あえて個々の要因を取り沙汰する必要は

ないであろうし，また，何年か事業を継続し，

要因の変化あるいは変更点と，評価結果とを摺

り合わせ分析すれば，変容の要因の切り分けも

ある程度でき，どの要因が変容の要因としては

大きいのかを知ることも可能となるように思わ

れるのである。

Ⅵ おわりに

本稿では，参加者の変容測定を中心として，

主催事業評価の課題と方向について論じたが，

関連する二三の事柄について付言しておきた

い。

一つは，事業の目標についてである。

評価は，目標に対する達成度として把握され

るものであることから，目標は，可能な限り具

体的に設定する必要がある。例えば，「野外活

動に必要な知識・技術を習得する」，「自立心を

養う」といった目標だけでは十分ではなく，野

外活動に必要な知識・技術，自立心といったも

のがいかなるものであるのかをさらに分析し，

可能な限り，「テントを一人で張ることができ

るようにする」，「自分で起きることができるよ

うにする」，といった具体的な到達目標を設定

することが重要である。

それは単に評価を適切に行うために必要であ
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るということにとどまらず，より効果的・効率

的に事業運営を行うために不可欠なものである

という積極的な意味合いをもつものである。

そして，もう一つは，学習課題についてであ

る。

先に引用した昭和４６年の社会教育審議会の答

申においてはまた，「社会教育の豊富な機会を

効果的に提供するためには，まず，ひとびとが

生涯の各時期にいかなる問題に直面しその問題

解決のためにいかなる学習を必要とするかを明

らかにして，ひとびとの学習要求をくみとる必

要がある」，としている。社会教育においては，

長い間，特に行政が学習の内容論に立ち入るこ

とを躊躇する傾向が強かったが，勤労青年の学

習領域と学習課題を整理した福島県の取組（９）

や，５か年を費やしまとめあげた足利市におけ

る教育目標設定の取組（１０）等を嚆矢として，昭和

５０年代には，エリクソン（Erikson, E.H．）や，

ハヴィガースト（Havighurst, R.J．）といった

研究者の発達課題についての研究の成果を下敷

きにし，学習課題の整理ということが自治体レ

ベルで盛んに試みられるようになり（１１），施策の

立案や事業の企画等に活用されるようになっ

た。

しかし，発達課題論やライフ・ステージ論等

に基づく学習課題や学習目標の設定の開発

は，８０年代を中心に様々な地域で盛んに行われ

たが，現場からの批判や研究者からも疑問視す

る声が上がり，実践はほとんど聞かなくなっ

た，との分析結果も報告されている（１２）。

学習課題の整理は，どうしても多分に主観が

入り込まざるを得ないものであり，また，整理

のための整理にとどまってしまう懼れもない訳

ではない。しかし，上述のとおり，アカウンタ

ビリティが声高に叫ばれる今日，公金をもって

事業の運営を行う青少年教育施設が，今なぜこ

うした主催事業を実施するのかといったこと

を，外に向けて一定の説得力をもって説明する

ためには，そうした判断を下すための基礎資料

として，学習課題というものを整理し持ってお

くことは，必要不可欠なことであると考えられ

る。また，自戒も込めて述べれば，「現代的課

題に対応した…」，とか「今日的課題を踏まえ

た…」，といった言葉を我々は頻繁に使用する

が，少なくとも同一施設内の職員同士では，こ

うした用語の意味するものについても共通理解

を図り，共通の認識や問題意識をもって事業を

企画・実施することが肝要であろう。そうした

ことのためにも，学習課題は，既存の知見を単

純に流用にして整理するというのではなく，

個々の施設において職員自らが侃侃諤諤の議論

を行い，事業化に結びつくような形で整理を試

み，かつ，不断に見直しをしていくことが大切

であろう。
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